
守口市開発行為指導要綱

（目的）

第１条 この要綱は、守口市民の環境をまもる基本条例（昭和52年守口市条例第19号）

第６条の規定に基づき、都市計画法（昭和43年法律第100号）等関係法令に定めるも

ののほか、快適な住環境を確保し、市街地の健全な発展と秩序ある街づくりをするた

め、開発行為に関する基準を定めることにより、将来にわたって住みよい生活環境を

確保することを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。

⑴ 開発者 開発行為等をする者をいう。

⑵ 開発行為 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第４条第 12 項に規定する開発

行為をいう。

⑶ 建築行為 建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）第２条第１号に規定する建築物

を建築する行為をいう。

⑷ 開発行為等 開発行為及び建築行為をいう。

⑸ 公共施設 都市計画法第４条第 14 項に規定する公共施設をいう。

⑹ 中高層建築物 階数（地階を含む。）が４以上又は建築基準法施行令（昭和25年政

令第338号）第２条第１項第６号により算定された高さが10メートルを超える建築

物をいう。

⑺ 開発区域 開発行為等をする土地の区域をいう。

⑻ 公害等 事業活動あるいは人の活動に基づく環境の侵害であって、大気の汚染、

水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質を悪化することを含む。）、土壌の

汚染、騒音、振動、地盤の沈下、悪臭、日照障害及び電波障害等によって、人の健

康若しくは財産が損なわれ、又は市民の快適な生活が阻害されることをいう。

⑼ 特定工作物 都市計画法第４条第11項に定めるものをいう。

⑽ 歴史的遺産 まちのなりたちの過程で形成された歴史的建造物、遺跡等によっ

て具現されている環境その他の文化的遺産をいう。

⑾ 長屋住宅 １棟の建築物で、複数の戸数を有しその出入口が道路又は専用通路に

面しているほか、各戸が対面する主要構造部のうち壁、柱、はりの過半を共用して

いるものをいう。

⑿ 共同住宅 １棟の建築物で複数の戸数を有し、主要構造部と廊下等を共用してい

るものをいう。

⒀ 消防施設 消防法（昭和23年法律第186号）に基づく消防水利の基準（昭和39年消

防庁告示第７号）に定める消火栓及び防火水槽並びに消防力の基準（昭和36年消防



庁告示第２号）に定めるものをいう。

（適用範囲）

第３条 この要綱は、本市の行政区域内における開発行為等で次の各号のいずれかに該

当するものについて適用する。この場合において、開発行為等の完了後１年以内に同

一開発者が隣接して開発行為等をする場合は、全体を同一の開発行為等とする。

⑴ 都市計画法第29条に規定する開発許可を要する開発行為

⑵ 建築基準法第42条第１項第５号に規定する道路の築造に伴う開発行為等

⑶ 開発区域面積が300平方メートル以上の開発行為等

⑷ 中高層建築物の建築行為

⑸ 前各号に掲げるもののほか、公共施設の整備が伴う開発行為等で特に市長が必要

と認めるもの

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する開発行為等については、次

条から第15条まで及び第25条から第32条までの規定は、適用しない。

⑴ 都市計画法第29条第１項第１号から第３号までに掲げる開発行為又は同法第43条

第１項の許可を要しない開発行為で新たな公共施設の整備を必要としない軽微な

開発行為

⑵ 都市計画法第29条第１項第４号から第11号までに掲げる開発行為

⑶ 国、地方公共団体等が行う開発行為等

（事前協議書及び建設計画協議書）

第４条 開発者は、都市計画法等関係法令及びこの要綱に基づき、あらかじめ開発行為

等の計画内容、公共施設の設計及び施工について市長に事前協議書を提出し、事前協

議するものとする。ただし、市長が別に定めるものについては、事前届出書により処

理することができる。

２ 開発者は、前項の事前協議の後、２か月以内に建設計画協議書を市長に提出し、協

議するものとする。ただし、市長が別に定めるものについては、建設計画協議を省略

することができる。

３ 建設計画協議書を提出すべき開発者が前項に定める２か月を経過したときは、特別

の理由がある場合を除き、新たに市長と第１項の事前協議をするものとする。

（協定書の作成）

第５条 市長は、開発者と前条第２項の協議が成立した場合には、協定書を作成しなけ

ればならない。

２ 前項の規定は、前条第２項のただし書の規定により建設計画協議書を省略したもの

についても準用する。

（開発行為等の変更）

第６条 開発者は、開発行為等の計画を変更しようとする場合には、あらかじめ所定の

変更協議書を提出し、市長と第４条の規定に準じて協議するものとする。



２ 市長は、前項の規定により協議が成立した場合には、前条の規定による協定書の内

容を変更して、再度、協定を締結することができる。

（環境の保全）

第７条 開発者は、良好な都市環境の確保に配慮し、その阻害となる要因について必要

な措置を講ずるとともに、市長やその他の行政機関が実施する都市環境の整備に関す

る施策に積極的に協力するものとする。

２ 開発者は、開発行為等により公害等の発生又はそのおそれのあるときは、市長と協

議し、自らの責任において対策を講じなければならない。

（安全対策）

第８条 開発者は、周辺地域の住民及び歩行者等の安全対策を講じなければならない。

（土地利用）

第９条 開発者は、建築物の敷地面積を70平方メートル以上確保するよう努めるものと

する。ただし、市長が土地利用の計画上やむを得ないと認める場合においては、この

限りでない。

２ 開発者は、長屋住宅についてはその敷地面積を専用通路の面積を除き、各戸５５平

方メートル以上確保するよう努めるものとする。

（ゆとり空間）

第１０条 開発者は、開発区域の前面道路の境界から当該建築物を別に定める基準によ

り後退し、道路のゆとり空間等を確保するよう努めるものとする。

２ 開発者は、複数の１戸建住宅を建築する場合は、各々の敷地境界から建築物の外壁

面を別に定める基準により後退し、ゆとりをもった隣棟間隔等を確保するよう努める

ものとする。ただし、市長が相当な理由があり、やむを得ないと認めた場合は、この

限りでない。

（駐車施設等）

第１１条 開発者は、開発区域内において、自動車の保管できる場所又はそれに代わる

空地及び自転車駐車場の確保に努めるものとする。

第１２条 削除

（住宅等におけるバリアフリーの推進）

第１３条 開発者は、住宅等を建築しようとする場合は、高齢者、身体障害者及び病弱

者（以下「高齢者等」という。）が円滑に利用できるようにするための措置を講ずる

よう努めるものとする。

２ 開発者は、不特定多数の人の利用を目的とする開発行為等をする場合は、高齢者等

の利用を考慮した施設となるよう努めるものとする。

（中高層建築物等の建設計画の事前公開）

第１４条 開発者は、中高層建築物及びその他市長が事前公開を必要と認める建築物に

ついては、その計画内容を周辺地域の住民に周知させるため、標識の設置及び説明等



を速やかに行わなければならない。

（緑化）

第１５条 開発者は、みどりの環境をつくる条例（昭和53年守口市条例第28号）に基づ

き、開発区域内における緑化に努めるものとする。

（道路施設）

第１６条 開発者は、開発区域に係る道路について、道路管理者等と協議しなければな

らない。

（排水施設）

第１７条 開発者は、開発区域内の排水計画について、下水道管理者その他の施設管理

者と協議するものとする。

（上水道施設）

第１８条 開発者は、開発区域内の給水計画について、水道事業管理者と協議しなけれ

ばならない。

（消防施設）

第１９条 開発者は、開発区域内及びその付近に必要な消防施設の設置並びに消防活動

等に必要な空地及び空間等の確保について、消防長と協議するものとする。

（交通安全施設）

第２０条 開発者は、開発区域内及びその付近に必要な交通安全施設の設置について、

市長と協議するものとする。

（歴史的遺産の保護）

第２１条 開発者は、開発区域内及びその付近において歴史的遺産が存在する場合又は

発見した場合には、教育委員会と協議するものとする。

（し尿処理施設）

第２２条 開発者は、開発区域内のし尿処理施設ついて、下水道管理者その他の施設管

理者と協議するものとする。

（ごみの処理及び集積所等）

第２３条 開発者は、開発区域内より発生するごみは、可能な限り減量化及び資源化で

きるよう配慮し、排出抑制に努めるものとする。

２ 開発者は、開発区域内のごみの集積所等の計画について、市長と協議しなければな

らない。

（大規模建設計画）

第２４条 開発者は、開発区域の面積が3,000平方メートル以上の開発行為等をする場

合には、当該地域の整備に必要な公共施設の確保について、市長と協議するものとす

る。

２ 開発者は、計画戸数が100戸以上の開発行為等をする場合には、教育委員会と協議

するものとする。



３ 開発者は、開発区域の面積が10,000平方メートル以上又は計画戸数が350戸以上の

開発行為等をする場合には、この要綱に定めるもののほか、別途市長と協議するもの

とする。

（開発行為等の報告等）

第２５条 市長は、開発者に対し必要な限度において、開発行為等に関する報告及び資

料の提出を求めることができる。

２ 市長は、特に必要と認めるときは、開発区域内に立入りし、確認することができる。

（完了の確認）

第２６条 開発者は、開発行為等が完了した場合には、市長に完了届出書を提出するも

のとする。

２ 市長は、完了届出書の提出があった場合には、協定書に基づき完了の確認を行い、

協議内容のとおりと認めるときは、開発行為等完了済証を交付するものとする。

（公共施設及びその用に供する土地の管理並びに帰属等）

第２７条 開発者は、開発行為等に伴い設置した公共施設及びその用に供する土地の

管理並びに帰属等については、市長と協議するものとする。ただし、行き止まり道路

等で市長が帰属等の必要を認めないものについては、この限りでない。

（共同住宅の管理）

第２８条 共同住宅を建設した開発者又は建築物の所有者（占有者を含む。）は、周辺

環境との調和を図るため、適正な管理を行うものとする。

（指導に従わない者に対する措置）

第２９条 市長は、この要綱に基づく協議又は指導に従わない開発者に対し、道路法（昭

和27年法律第180号）第32条に定める道路占用許可及びその他開発行為等に必要な協

力を行わないことができる。

２ 市長は、開発者がこの要綱に基づく指導に従わない場合において、住みよい生活環

境を確保するために特に必要があると認めるときは、その者の住所又は所在地、氏名

又は会社名等及びその他の事項を公表することができる。

３ 市長は、指導に従わない開発者に対する給水の一時保留を水道事業管理者に文書を

もって通知することができる。

（開発協議会）

第３０条 市長は、この要綱の円滑な実施を図るため、守口市開発協議会（以下「協議

会」という。）を置くことができる。

２ 協議会の設置要領については、別に定める。

（開発連絡会）

第３１条 市長は、この要綱に伴う所管相互の事務連絡と調整を図るため、守口市開連

絡会（以下「連絡会」という。）を置くことができる。

２ 連絡会の設置要領については、別に定める。



（実施の細目）

第３２条 この要綱の実施に関して必要な事項は、市長が別に定める。



附 則

（施行期日）

１ この要綱は、昭和５４年５月１５日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行期日において、既に改正前の守口市開発行為指導要綱に基づいて事

前協議を開始している開発行為等については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、昭和５７年７月１５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成元年８月２１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成９年５月６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成９年１２月１６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。


